


様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　2021年　　5月　　27日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）しせいどう
                              　一般事業主の氏名又は名称 株式会社資生堂
（ふりがな）うおたに まさひこ
                              （法人の場合）代表者の氏名  魚谷 雅彦    印
住所　〒104-0061
　　　　　　　　　　　　東京都中央区銀座7丁目5番5号
法人番号　　1010001034813　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1. 2018-20年度経営戦略・計画
2. 2020年第4四半期決算説明資料
3. 2020年第2四半期決算説明資料（WIN2023）

	公表日
	　　　　1. 2018年3月5日
2. 2021年2月9日
3. 2020年8月6日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社IRサイトにて掲載
1. 2018-20年度経営戦略・計画(8ページ)
https://corp.shiseido.com/jp/ir/pdf/ir20180305_480.pdf 
2. 2020年第4四半期決算説明資料(33ページ)
https://corp.shiseido.com/jp/ir/pdf/ir20210209_766.pdf 
3. 2020年第2四半期決算説明資料(35ページ)
https://corp.shiseido.com/jp/ir/pdf/ir20200806_717.pdf 

	記載内容抜粋
	1. 2018-20年度経営戦略・計画（8ページ）
○デジタルがもたらす社会や競争環境への影響
今後10年間(2020-30年)で、テクノロジーの進化によるパラダイムシフト・産業の構造的変化により、お客さまの美に対する価値観はより多様化していく。それに伴って我々メーカー側はパーソナライゼーションをより重視した事業モデルを構築していく必要がある。
2. 2020年第4四半期決算説明資料（33ページ）
○当社が定めるデジタルビジョン
「No. 1 Data Driven Skin Beauty Company」
3. 2020年第2四半期決算説明資料（35ページ）
○ビジネスモデルの方向性
- デジタルを活用した事業モデルへ転換、体制強化
- 研究開発・サプライネットワーク・IT・人材などへの投資継続／長期成長基盤の構築を目的とした協業を含む効率化の推進

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当該中期経営計画ならびに第2四半期・第4四半期決算説明会資料は、それぞれにかかる取締役会にて承認されたものである。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2020年第4四半期決算説明会資料・動画


	公表日
	　　　　 2021年　　2月　　9日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社IRサイトにて掲載
1. 第4四半期決算説明会動画（32:00～）
https://www.irwebcasting.com/20210209/2/d1ff12f616/mov/main/index.html
（資料: 36ページ）https://corp.shiseido.com/jp/ir/pdf/ir20210209_766.pdf

	記載内容抜粋
	○デジタルを活用した事業モデルへ転換、体制強化
店頭とオンラインを融合した体験による事業モデルの転換。デジタルプロモーションを通じて、お客さまを店頭に誘引し、蓄積した肌データを活用したカウンセリングの提供、購入後のデジタルを通じたフォローアップ・ポイントプログラム等により、お客さまロイヤリティ及びライフタイムバリューを向上させる。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	第4四半期決算説明会資料はかかる取締役会にて承認されたものである。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社ウェブサイトにて掲載
1. 2020年第4四半期決算説明資料(33ページ)
https://corp.shiseido.com/jp/ir/pdf/ir20210209_766.pdf
2. 資生堂グループ 人事異動のお知らせリリース
https://corp.shiseido.com/jp/newsimg/2879_e9z81_jp.pdf
3. 東証開示（2021年5月11日付）
https://corp.shiseido.com/jp/ir/pdf/ir20210511_779.pdf
4. 2020年第2四半期決算説明会資料（P41）
https://corp.shiseido.com/jp/ir/pdf/ir20200806_717.pdf

	記載内容抜粋
	1. 2020年第4四半期決算説明資料(33ページ)
グローバルチーフデジタルオフィサー（アンジェリカ・マンソン）の下、2021年より組織再編を実施、各機能で採用強化
2. 資生堂グループ 人事異動のお知らせリリース
日本チーフデジタルオフィサー採用(スギモト トシロウ)
3. 東証開示（2021年5月11日付）
アクセンチュアとの戦略的パートナーシップおよび合弁会社設立
4. 2020年第2四半期決算説明会資料（P41）
デジタル関連業務経験者のキャリア採用：デジタルマーケティング専門人材100名採用



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社IRサイトにて掲載
1. 2020年第3四半期決算説明資料（P18）
https://corp.shiseido.com/jp/ir/pdf/ir20201110_746.pdf
2. 2020年第4四半期決算説明資料（P16）
https://corp.shiseido.com/jp/ir/pdf/ir20210209_766.pdf

	記載内容抜粋
	1. 2020年第3四半期決算説明資料（P18）
【FOCUS：DX加速のためのレガシーシステムの刷新】
「FOCUS」を通じて、ビジネスプロセスとシステムが合理化され、グローバル一体となることで、ローカル市場により素早く対応しながらも、グローバルではより効率的に競合と戦うことを可能にする（2023年：グローバル導入完了を目指す）。
2. 2020年第4四半期決算説明資料（P16）
2021年：DX関連投資 前年対比＋300億円強化



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1. 2020年第4四半期決算説明資料
2. 2020年第2四半期決算説明資料

	公表日
	　　　　2021年　　2月　　9日
2020年　　8月　　6日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1. 2020年第4四半期決算説明資料（P33）
https://corp.shiseido.com/jp/ir/pdf/ir20210209_766.pdf
2. 2020年第2四半期決算説明資料（P41）
https://corp.shiseido.com/jp/ir/pdf/ir20200806_717.pdf

	記載内容抜粋
	1. 2020年第4四半期決算説明資料（P33）
●EC売上：全社35%（2023）
2. 2020年第2四半期決算説明資料（P41）
●デジタルメディア投資比率：90-100% (2023)



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	[bookmark: _GoBack]　　　　2021年　　2月　　9日

	発信方法
	第4四半期決算説明会にて社長より説明
（説明動画）26:15～
https://www.irwebcasting.com/20210209/2/d1ff12f616/mov/main/index.html
（説明資料）P33
https://corp.shiseido.com/jp/ir/pdf/ir20210209_766.pdf

	発信内容
	グローバルDXの加速
「No. 1 Data Driven Skin Beauty Company」をデジタルビジョンとし、2023年までの3年間でデジタルケイパビリティを飛躍的に向上させていく。基本的な考え方として、店頭とデジタルを融合しながらOMOのビジネスモデルを構築していく。コロナ禍にあっても、お客さまのカウンセリングニーズは引き続き高い状況にある。一方、リピート購入についてはEコマースを活用するというのが現状のトレンド。こうしたオフライン・オンラインニーズを融合していくことが重要。
こうした活動を通じて、Eコマース比率を現在の20％程度から35％まで高めていく。これを達成していくために、東京本社にデジタルトランスフォーメーションオフィスを設置し、チーフデジタルオフィサーのアンジェリカ・マンソンをグローバルの責任者として定め、新しいテクノロジーの活用・価値開発を実施していく。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2020年　　９月頃　～　　　2020年　　12月頃

	実施内容
	（取り組み内容）
社内計画意思決定機関エグゼクティブコミッティ提案およびディスカッション
※CEOである社長が議長を務めるエグゼクティブコミッティは業務執行における重要案件に関する決裁のための多面的な討議を行う機関
（現状の課題）
・システムの標準化とグローバルでの連携強化
現状のシステムはグローバルで標準化されておらず、また、シームレスに連携していないレガシーシステムとなっている。
・オムニチャネル化・デジタルエンゲージメントの進化
お客さまやチャネルの変化に対応できていない社内のシステムとなっている。
・コロナ禍を踏まえた新しい働き方による生産性向上とセキュリティリスク低減の両立
リモートワークを前提とした従業員の生産性向上とそれに伴う情報セキュリティに関わるリスクの低減
・デジタルに関わるグローバルケイパビリティ
デジタル事業にかかわるリソースおよびグローバルデジタルタレントの不足



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2018年　　1月頃　～　　　現在


	実施内容
	・SSF(Shiseido Security Framework)
・情報システム利用規定/情報資産取扱規定
・プライバシールール
・インタネット公開システム構築時の脆弱性監査実施と定期的な情報セキュリティ監査の実施
・ホームページに情報セキュリティ管理状況を公開（https://corp.shiseido.com/jp/sustainability/compliance/security.html）
・情報処理安全確保支援士（登録セキスぺ、登録情報セキュリティスペシャリスト）含め関連資格の取得を奨励しており、資格取得に向けた外部研修や認定試験の予算を計上している。現在該当の資格保持者は1名だが（国際資格であるCISSPの保持者は別に在籍）、3年以内に2名以上もしくは情報システム部のメンバーの30%は該当資格を取得するよう計画している。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。
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Internal

